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自 令和05年07月01日

至 令和06年06月30日

株式会社ナラティブ・エステート



（単位：円）

貸借対照表
令和06年06月30日 現在

株式会社ナラティブ・エステート

資産の部

科目 金額

【流動資産】 27,019,854

現金及び預金 27,019,854

【固定資産】 1,463,899

有形固定資産 38,406

工具器具備品 38,405

車両運搬具 1

投資その他の資産 1,425,493

長期前払費用 125,493

差入保証金 1,300,000

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資産の部合計 28,483,753

負債の部

科目 金額

【流動負債】 5,557,525

未払金 783,770

未払費用 862,825

預り金 38,330

未払消費税等 28,500

未払法人税等 3,844,100

【固定負債】 300,000

長期借入金 300,000

負債の部合計 5,857,525

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 22,626,228

資本金 10,000,000

利益剰余金 12,626,228

その他利益剰余金 12,626,228

繰越利益剰余金 12,626,228

（うち当期純利益） 10,177,626

純資産の部合計 22,626,228

負債・純資産の部合計 28,483,753



（単位：円）

損益計算書

自 令和05年07月01日

至 令和06年06月30日

株式会社ナラティブ・エステート

科目 金額

【売上高】

売上高 30,102,812 30,102,812

【売上原価】

売上総利益 30,102,812

【販売費及び一般管理費】 17,567,722

営業利益 12,535,090

【営業外収益】

受取利息 178

雑収入 1,893,058 1,893,236

【営業外費用】

経常利益 14,428,326

【特別利益】

【特別損失】

税引前当期純利益 14,428,326

法人税等 4,250,700

当期純利益 10,177,626



（単位：円）

販売費及び一般管理費内訳書

自 令和05年07月01日

至 令和06年06月30日

株式会社ナラティブ・エステート

科目 金額

【販売費及び一般管理費】

役員報酬 6,000,000

給料賃金 1,200,000

法定福利費 532,075

福利厚生費 18,958

業務委託料 112,500

広告宣伝費 3,384,763

接待交際費 238,722

旅費交通費 312,794

通信費 221,797

水道光熱費 140,703

備品・消耗品費 633,862

車両費 3,483

地代家賃 1,377,461

保険料 2,466,407

租税公課 61,425

支払手数料 252,766

支払報酬 100,001

会議費 307,057

新聞図書費 16,710

減価償却費 104,635

雑費 81,603

販売費及び一般管理費合計 17,567,722



（単位：円）

株主資本等変動計算書
自 令和05年07月01日

至 令和06年06月30日

株式会社ナラティブ・エステート

株主資本

資本金 当期首残高 10,000,000

当期変動額 0

当期末残高 10,000,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 当期首残高 2,448,602

当期変動額 当期純利益 10,177,626

当期末残高 12,626,228

株主資本合計

当期首残高 12,448,602

当期変動額 10,177,626

当期末残高 22,626,228

純資産の部合計

当期首残高 12,448,602

当期変動額 10,177,626

当期末残高 22,626,228



個別注記表

自 令和05年07月01日

至 令和06年06月30日

株式会社ナラティブ・エステート

  １．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

  ２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

      （１）固定資産の減価償却の方法

          ①有形固定資産

              定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）及び平成２８年

              ４月１日以降取得した建物附属設備並びに構築物については定額法）を採用しています。

          ②無形固定資産

              定額法を採用しています。

      

      （２）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

          ①消費税等の会計処理

              消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

  ３．貸借対照表に関する注記

      有形固定資産の減価償却累計額　                        909,977円

  ４．株主資本等変動計算書に関する注記

      当該事業年度の末日における発行済株式の数            100株

      

                                                                                                以上


